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障害者虐待防止法への対応について

平成２９年９月２７日～２９日

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課

障害者虐待防止法とは 



■障害者虐待防止法の成立

平成12年
児童虐待の防止等に関する法律成立

平成13年
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）成立

平成17年
厚生労働省「障害者虐待防止についての勉強会」

平成17年11月
高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律成立
附則2項
「高齢者〔65歳以下の者〕以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とす
るもの」（障害者等）に対する虐待の防止等のための制度については、速やかに検討が加え
られ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする旨が定められた。

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」の経緯

障害者虐待防止法の正式名称が、
「障害者の虐待防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」 

■障害者虐待防止法の成立

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律
（障害者虐待防止法）の成立

※施行は平成24 年10 月1 日

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及
び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要である
こと等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受け
た障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支援の
ための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援
等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目
的とする。

目 的

高齢者虐待防止法の成立から6年後の平成23年6月・・



■障害者虐待に係る用語の定義（重要ワード）

重要ワードその１ 障害者
障害者基本法第2 条第1号に規定する障害者と定義。

「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身の機能の障
害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活
に相当な制限を受ける状態にあるもの」障害者手帳を取得していない場合も含ま
れる。１８歳未満の者も含まれる。

重要ワードその２ 障害者虐待
（ア）養護者 による障害者虐待
（イ）障害者福祉施設従事者等 による障害者虐待
（ウ）使用者 による障害者虐待 （第2条第2項）

重要ワードその３ 虐待行為の禁止

「何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない。」（第3条）

■障害者虐待の３類型 その１

（ア ）養護者による障害者虐待

・「障害者を現に養護する者であって障害者福祉施設従事者等

及び使用者以外のもの」と定義。

・身辺の世話や身体介助、金銭の管理などを行っている障害者

の家族、親族、同居人等が該当。

・同居していなくても、現に身辺の世話をしている親族・知人など

が養護者に該当する場合あり。

障害者虐待防止法の定義する「養護者」



■障害者虐待の３類型 その２

（ウ）使用者による障害者虐待

使用者とは・・・

「障害者を雇用する事業主又は事業の経営担当者その他その
事業の労働者に関する事項について事業主のために行為をす
る者」。派遣労働者による役務の提供を受ける事業主など政
令で定める事業主は含まれ、国及び地方公共団体は含まれて
いない。

■障害者虐待の３類型 その３

（イ）障害者福祉施設従事者等による
障害者虐待

障害者福祉施設従事者等とは・・・
障害者総合支援法等に規定する「障害者福祉施設」又は「障害福祉サー
ビス事業等」に係る業務に従事する者。

法上の規定 事業名 具体的内容
障害者福祉施設 ・障害者支援施設

・のぞみの園

障害福祉サービス事業等 ・障害福祉サービス事業

・一般相談支援事業及び特定相談支援事業
・移動支援事業
・地域活動支援センターを経営する事業
・福祉ホームを経営する事業
・障害児相談支援事業
・障害児通所支援事業

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行
動援護、療養介護、生活介護、短期入所、
重度障害者等包括支援、自立訓練、就労
移行支援、就労継続支援及び共同生活援
助

児童発達支援、医療型児童発達支援、放
課後等デイサービス、保育所等訪問支援

（障害者虐待防止法第２条第４項）
（障害者虐待防止法施行規則第１条）



■障害者虐待の３類型 その３（行為）

① 身体的虐待 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴
行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること。

② 性的虐待 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせ
つな行為をさせること。

③ 心理的虐待
障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な
差別的な言動その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言
動を行うこと。

④ 放棄・放任
障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、他の
利用者による①から③までに掲げる行為と同様の行為の放置そ
の他の障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。

⑤ 経済的虐待 障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に
財産上の利益を得ること。

※高齢者関係施設の入所者への虐待→６５歳未満の障害者に対するものも含めて高齢者虐待防止法
が適用。障害児入所施設等の入所者への虐待→１８歳以上の障害者に対するものも含めて児童福
祉法が適用（障害者総合支援法の給付を受ける入所者を除く）。

※勤務時間外又は施設等の敷地外で当該施設等利用者である障害者に行った行為を含む。

■障害者虐待における虐待防止法制の対象範囲
○障害者虐待の発生場所における虐待防止法制を法別・年齢別で整理すると下記のとおり。

所在
場所

年齢

在宅
(養護者・保護者)

福祉施設

企業
学校
病院
保育所

<障害者総合支援法> <介護保険法等> <児童福祉法>

障害福祉
サービス事業所
入所系、日中系、
訪問系、GH等含む

相談支援
事業所

高齢者施設等

入所系、通所系、
訪問系、居住系等含む

障害児通所
支援事業所

障害児入所
施設等
※３

障害児相談
支援事業所

18歳
未満

児童虐待
防止法

・被虐待者支援
（都道府県）

※１

障害者虐待
防止法

・適切な権限行使
（都道府県）
（市町村）

障害者虐待
防止法

・適切な権限行使
（都道府県）
（市町村）

－
障害者虐待
防止法
（省令）

・適切な権限行使
（都道府県）
（市町村）

改正児童
福祉法

・適切な権限行使
（都道府県）

※４

障害者虐待
防止法
（省令）

・適切な権限行使
（都道府県）
（市町村）

障害者虐
待防止法

・適切な権限
行使

（都道府県労
働局）

障害者虐
待防止法

・間接的
防止措置

（施設長・
管理者）

18歳
以上
65歳
未満

障害者虐待
防止法

・被虐待者支援
（市町村）

－
【２０歳まで】

※２
【２０歳まで】

－
特定疾病
40歳以上

65歳
以上

障害者虐待
防止法

高齢者虐待
防止法

・被虐待者支援
（市町村）

高齢者虐待
防止法

・適切な権限行使
（都道府県）
（市町村）

－ －

※１ 養護者への支援は、被虐待者が18 歳未満の場合でも必要に応じて障害者虐待防止法も適用される。
なお、配偶者から暴力を受けている場合は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の対象にもなる。

※２ 放課後等デイサービスのみ
※３ 里親、乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設
※４ 児者一体で運営されている施設においては、児童福祉法に基づく給付を受けている場合は児童福祉法、障害者総合支援法に基づく給付を受けている場合は障害者虐待防止法の対象になる。



■虐待の発見と通報等に関する規定

①早期発見

国及び地方公共団体の障害者の福祉に関する事務を所掌する部局その他の関係機
関は、障害者虐待を発見しやすい立場にあることに鑑み、相互に緊密な連携を図
りつつ、障害者虐待の早期発見に努めなければならない。 （第６条第１項）

障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉に業務上関係のあ
る団体並びに障害者福祉施設従事者等、学校の教職員、医師、歯科医師、保健師、
弁護士その他障害者の福祉に職務上関係のある者及び使用者は、障害者虐待を発
見しやすい立場にあることを自覚し、障害者虐待の早期発見に努めなければなら
ない。（第６条第２項）

②通報

養護者による障害者虐待（十八歳未満の障害者について行われるものを除く。）
を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報しな
ければならない。（第７条第１項）

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した
者は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。（第１６条第１項）

使用者による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、
これを市町村又は都道府県に通報しなければならない。（第２２条第１項）

■虐待の発見と通報等に関する規定

通報義務 障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、
速やかにこれを市町村に報告しなければならない

市町村虐待防止センター



■虐待通報と通報者の保護

（１）障害者虐待防止法による通報者の保護
①刑法の秘密漏示罪その他の守秘義務に関する法律の規定は、障害者福祉施設従事
者等による障害者虐待の通報を妨げるものと解釈してはならないこと
（第16条第3項）。

②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の通報等を行った従業者等、通報等を
したことを理由に、解雇その他不利益な取扱を受けないこと（第16条第4項）。
（通報が虚偽であるもの及び一般人であれば虐待であったと考えることに合理性
がない「過失」による場合は除く。）

（２）公益通報者保護法による通報者の保護

労働者が、事業所内部で法令違反行為が生じ、又は生じようとしている旨を①事業
所内部、②行政機関、③事業所外部に対して所定の要件を満たして公益通報を行っ
た場合（例えば行政機関への通報を行おうとする場合には、①不正の目的で行われ
た通報でないこと、②通報内容が真実であると信じる相当の理由があること、の2
つの要件を満たす場合）、通報者に対する保護が規定されている。

■障害者虐待防止等のスキーム



■川崎市における障害者虐待の対応主体

養護者虐待

施設虐待 使用者虐待

川崎区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
大師地区健康福祉ステーション（精神障害を除く）
田島地区健康福祉ステーション（精神障害を除く）
幸区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
中原区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
高津区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
宮前区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
多摩区役所保健福祉センター障害者支援担当部署
麻生区役所保健福祉センター障害者支援担当部署

健康福祉局障害保健福祉部障害計画課
健康福祉局障害保健福祉部障害計画課

健康福祉局障害保健福祉部障害福祉課

健康福祉局障害保健福祉部精神保健課

■関係者に対して規定される義務

① 障害者福祉施設の設置者等
障害福祉施設従事者等の研修の実施、苦情処理体制の整備など障害者福祉施設

従事者等による虐待の防止等のための措置（第15 条）

② 使用者
労働者の研修の実施、苦情処理の体制の整備などの使用者による障害者虐待防

止等のための措置（第21 条）

③ 学校の長
教職員、児童、生徒、学生その他の関係者に対する研修の実施及び普及啓発、

相談体制の整備、虐待に対処するための措置などの虐待を防止するための措置（第29 条）

④ 保育所等の長
保育所等の職員その他の関係者に対する研修の実施及び普及啓発、相談体制の

整備、虐待に対処するための措置などの虐待を防止するための措置（第30条）

⑤ 医療機関の管理者
医療機関の職員その他の関係者に対する研修の実施及び普及啓発、相談体制の

整備、虐待に対処するための措置などの虐待を防止するための措置（第31条）



身体拘束と虐待

① 切迫性

② 非代替性

③ 一時性

身体拘束を行うことにより本人の日常生活等に与える悪影響を勘案し、それでも
なお身体拘束を行うことが必要な程度まで利用者本人等の生命又は身体が危険に
さらされる可能性が著しく高いこと。

身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないこと。
（利用者本人の状態像等に応じて最も制限の少ない方法を選択する必要あり）

身体拘束その他の行動制限が、必要とされる最も短い拘束時間で一時的であること。

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ
く指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」等には、
緊急やむを得ない場合を除き身体拘束等を行ってはならないとされてい
ます。さらに、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時
間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必
要な事項を記録しなければならないとされています。

緊急やむを得ない場合とは・・・

■身体拘束と虐待



■身体拘束と虐待

第四十八条
指定障害者支援施設等は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、
利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な
い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下
「身体拘束等」という。）を行ってはならない。

２ 指定障害者支援施設等は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、
その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを
得ない理由その他必要な事項を記録しなければならない。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設
備及び運営に関する基準（厚生労働省令第172号）
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の
人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第171号）にも同様の規定あり。

（身体拘束等の禁止）

（１）基本的考え方
「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は身体的虐待。

身体拘束が日常化することが更に深刻な虐待事案の第一歩となる危険がある。
やむを得ず身体拘束をする場合であっても、その必要性を慎重に判断すると
ともに、その範囲は最小限にしなければならない。
判断に当たっては適切な手続きを踏むとともに、身体拘束の解消に向けての
道筋を明確にして、職員全体で取り組む必要がある。

（２）身体拘束とは
身体拘束の具体的な内容としては、以下のような行為が該当すると考えられる。

① 車いすやベッドなどに縛り付ける。
② 手指の機能を制限するために、ミトン型の手袋を付ける。
③ 行動を制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。
④ 支援者が自分の体で利用者を押さえつけて行動を制限する。
⑤ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。
⑥ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

■身体拘束に対する考え方



＜1. 組織による決定と個別支援計画への記載＞
・個別支援会議などにおいて組織として慎重に検討・決定する。

この場合、管理者、サービス管理責任者、運営規程に基づいて選定されている虐待
の防止に関する責任者など、支援方針について権限を持つ職員が出席していること。

・個別支援計画に身体拘束の様態及び時間、緊急やむを得ない理由を記載。
会議によって身体拘束の原因となる状況の分析を徹底的に行い、身体拘束の解消に
向けた取組方針や目標とする解消の時期などを統一した方針の下で決定する。

・個々人のニーズに応じた個別の支援を検討することが重要。

＜2. 本人・家族への十分な説明＞
・利用者本人や家族に十分に説明をし、了解を得ることが必要。

＜3. 必要な事項の記録＞
・身体拘束を行った場合、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録する。

■やむを得ない理由による身体拘束を行うときの手続き

※職員の知識や支援技術を高め、行動制限や身体拘束の解消に向けて職員全体で
支援の質の向上に取り組む必要がある。

（補論）身体拘束の問題点

① 身体的弊害
●関節の拘縮や、筋力の低下といった身体機能の低下、圧迫部位のじょく創の
発生などの外部的弊害をもたらす。

●食欲の低下、心肺機能の低下や感染症への抵抗力の低下などの内的弊害をも
たらす。

② 精神的弊害
●本人に不安や怒り、屈辱、あきらめといった大きな精神的苦痛を与え、そし
て、人間としての尊厳を侵す。

●さらに、看護、介護スタッフも、自らが行うケアに対して誇りが持てなくな
り、安易な拘束が士気の低下を招く。

③ 社会的弊害
●看護・介護スタッフ自身の士気の低下を招くばかりではなく、施設等に対す
る社会的不信や偏見を引き起こす恐れがある。

（身体拘束ゼロへの手引き（平成１３年３月）より）



「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」一部改訂 について

厚生労働省作成の「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引
き」が、平成29年4月に改訂されております。川崎市のホームページに掲載してお
りますのでご参照ください。

http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000039876.html

～虐待予防と対応のネットワーク～



■大きな虐待になる前に事前に防ぐ・・・

■どこでも虐待の芽は生まれる！

「絶対に権利侵害はありません」というリスク
「いつ侵害するかわかりません」という不安 恐れるべきものは何か 

白梅学園大学教授 堀江まゆみ教授講演資料を一部加工

絶対に虐待はない 絶対にしてはいけない
虐待が起きたら大変 起きるはずがない

⇒虐待を否定する心理の形成

いつ虐待の芽が生まれるかわからない
感性、謙虚さ、風通しの良い職場

⇒虐待をエスカレートさせない



■連続性の錯覚

食事中動き回る利用者、他の人に迷惑だからと抑える

白梅学園大学教授 堀江まゆみ教授講演資料を一部加工

別の部屋やトイレで静かにさせる
（クールダウン 閉じ込める）

それでもおさまらないので、ひもで椅子に固定する。

感覚を遮断するため紙袋を頭からかぶせる

トイレの壁に叩きつける・平手打ちする

当事者の行動の原因を探り、そこに至らないための支援はどのように行うかを常に考えていく。
↓

「当事者の目線の大切さ」と「虐待者を断罪する法律ではない」という意識

行動の原因を探る

■虐待事案におけるネットワークとは何か？

・アセスメントはできているか

・関係機関とはどのような関係を構築するのか

・自分にない他の力をどう活用するか

・お互いに行っていることは見えにくい

・顔が見えないと互いに信頼感が持てない

○だから、
日頃からの顔の見えるネットワーク

が必要。

予 防 対 応
【そもそも起きない環境・早期発見できる環境】
・虐待の事実は、早期に発見することが
重篤化を防ぐ。

・そのためには、地域の人々も皆、虐待とい
う事案に「Ｎｏ 」と思える気持ちが大切。

・虐待者に「Ｎｏ 」と言うまでは、求めない。

・ただ、地域の中で、「虐待」は「Ｎｏ 」
と言えるような雰囲気づくりは必要。

○どこまでいっても、
地域の中での意識啓発は重要。

○だから、
虐待は「Ｎｏ 」と自然に思える

ネットワークを大きくしていくことが必要。

予防と対応のネットワークのチームづくり
（虐待対応は一人で行うものではない チームの構成員を増やす）

【逃げずに対応できる環境】


